
別記様式第３号 

東消防水第 号 

住所 

氏名 

令和  年  月  日付けで申請のあった補助事業の施行に要する経費に係る補助金を 

下記により交付することが決定したので通知する。 

令和  年  月  日 

東京都知事 

記 

１ 補助金額 

２ 補助金交付対象事業等 

この補助金の交付の対象事業及び内容は、申請のあった補助事業のとおりとする。 

３ 補助条件 

(1) この補助事業は、交付決定の日の属する会計年度の末日までに完了しなければならない。 

(2)  補助事業の内容を変更しようとするとき、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようと

するときは、あらかじめ東京都知事（以下「知事」という。）の承認を受けなければならな 

い。 

(3) 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合には、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

(4) 補助事業者は、補助事業の完了後１０日以内又は当該会計年度の末日までに速やかに実績報

告を提出しなければならない。 

(5) 補助事業者は、補助事業完了後、消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２１条第１項の規

定に基づく消防水利の指定を承諾するとともに、その後の維持管理を行わなければならな 

い。 



(6) 補助事業者は、補助金の交付を受けて取得した施設が建物の区分所有等に関する法律（昭和

３７年法律第６９号）に基づく区分所有者の全員又は一部の共有に属することとなる場合、当

該施設を共有することになる区分所有者ごとに、前項の消防水利の指定の承諾と維持管理に関

して事前に書面で合意を得ておかなければならない。 

(7) 補助事業者の行為が次の各項目の一に該当するときは、補助事業を取り消し、又は既に交付

した補助金の全部若しくは一部を返還させることがある。 

ア 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

ウ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。 

エ 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従

業者若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

(8) 補助事業者は、前(7)により補助金の返還を命ぜられたときは当該補助金を受領した日から納

付の日までの日数に応じ、当該補助金につき年１０.９５パーセントの割合で計算した違約加算

金（１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）を、当該補助金を納付すべき

日までに納付しなかったときは、納付すべき日の翌日から納付のあった日までの日数に応じ、

その未納金額につき年１０.９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てる。）を納入しなければならない。 

(9) 補助事業者は、この補助により取得した消防水利施設を補助金の交付の目的に反して使用 

し、譲渡し、交換し、貸付け、若しくは担保に供しようとするとき又は廃止若しくは使用不能

の状態にするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。ただし、当該補助事業

に係る施設にあっては、確定通知の日から（１５、３５、５０）年を経過した場合はこの限り

でない。 

(10) 補助事業者は、この交付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、この交付

決定後１４日以内に申請の撤回をすることができる。 


